
 

目黒区民間保育所施設整備費補助要綱 
 

制定 平成２２年１月４日付け目子保第８５４８号決定   
改正 平成２３年４月１日付け目子保第２３２７号決定   

平成２８年３月３１日付け目子保第１１５２５号決定 
平成３０年３月２３日付け目子保第１０８９７号決定 
平成３０年１２月６日付け目子保第８１３５号決定 

 
（目的） 
第１条 この要綱は、社会福祉法人等が区内に児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第３５条第４項の規定により設置する保育所（以下「民間保育所」という。）の施設整備

を行うに当たり、当該施設整備に要する経費の一部を補助することにより、民間保育所の

施設整備を促進し、もって児童福祉の向上を図ることを目的とする。 
（補助事業） 
第２条 この要綱による補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、民間保育

所の施設整備で、国又は東京都が定める保育所等整備交付金交付要綱、賃貸物件による保

育所改修費等支援事業実施要綱、認可化移行改修費等支援事業実施要綱及び多様な主体に

よる保育所緊急整備事業補助要綱（以下「国・都施設整備補助要綱」という。）による補

助の対象となったものとする。 
（補助対象者） 
第３条 補助の対象者は、補助事業を行う社会福祉法人、学校法人、日本赤十字社、公益

社団法人、公益財団法人その他の法人等であって区長が必要と認める者（以下「社会福祉

法人等」という。）とする。 
（補助金の交付額） 
第４条 補助金の交付額は、補助事業につき、国・都施設整備補助要綱に基づき算定した

額とする。 
２ 前項の規定により算定した額のほか、保育所の開設に伴う初度調弁の費用に係る補助

金として、当該保育所の定員１人につき１０万円を乗じた額を交付するものとする。 
（交付申請） 
第５条 社会福祉法人等は、補助金の交付の申請をしようとするときは、社会福祉法人に

対する補助に関する条例施行規則（昭和５８年４月目黒区規則第２２号。以下「規則」と

いう。）別記第１号様式による申請書に次に掲げる書類を添えて区長に提出しなければな

らない。ただし、区が実施する認可保育所整備・運営事業者募集への提案、児童福祉法施

行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第３７条第２項に基づく保育所の認可に係る申請

等において次に掲げる書類と同等の書類を提出している場合であって、その内容に変更が

無いときは、当該書類の添付を省略することができる。 



 

(1) 理由書 
(2) 法人の概要を記載した書類（経歴、事業経歴、業務内容、役員、評議員の名簿、従

業員数、経営方針を含むもの） 
(3) 事業計画書及びこれに伴う予算書 
(4) 事業報告書及びこれに伴う決算書（決算書は法人全体の財務諸表を含む。） 
(5) 施設整備の計画を記載した書類（費用の内訳を含む。） 
(6) その他区長が必要と認める書類 

（補助の決定） 
第６条 区長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付すること

と決定したときは規則別記第２号様式により、補助金を交付しないことと決定したときは

規則別記第３号様式により、当該申請をした者に通知する。 
２ 区長は、補助の決定をする場合において、必要な条件を付することができる。 
（事業計画の変更等） 
第７条 補助事業を行う社会福祉法人等（以下「補助事業者」という。）が、補助事業を変

更し、又は廃止しようとするときは、規則別記第４号様式による申請書に区長が必要と認

める書類を添えて、区長に提出しなければならない。 
２ 区長は、補助事業の計画の変更又は廃止を承認したときは、規則別記第５号様式によ

る通知書により通知する。 
（使用制限） 
第８条 補助事業者は、交付を受けた補助金を補助事業以外の用に使用してはならない。 
（補助事業の実績報告） 
第９条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は会計年度が終了したときは、次に掲

げる報告書等により区長に報告しなければならない。 
(1) 事業実績報告書 
(2) 収支決算書 
(3) 補助事業の進捗状況が確認できる書類 
(4) その他区長が必要と認める書類 

（補助金の交付額の確定） 
第１０条 区長は、前条の規定による報告を受けたときは、当該補助事業が補助の決定の

内容及びこれに付した条件に適合するものであるか否かを審査し、これらに適合するもの

と認めるときは、補助金の交付額を確定するとともに、当該補助事業者に通知するものと

する。 
２ 区長は、前項の規定による審査を行うに当たり必要と認めるときは、実地に調査し、

及び関係書類の提出を求めることができる。 
（是正措置） 
第１１条 区長は、前条第１項の規定による審査の結果、当該補助事業が補助の決定の内



 

容又はこれに付した条件に適合しないものと認めるときは、当該補助事業者に対しこれら

に適合させるための措置をとるべきことを命ずることができる。 
（補助決定等の取消し） 
第１２条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助の決定又は

第１０条の規定による補助金の交付額の確定の全部若しくは一部を取り消すことができ

る。 
(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
(2) 補助金を他の目的に使用したとき。 
(3) 補助の決定の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令に違反したとき。 

（補助金の返還） 
第１３条 区長は、第１０条の規定により補助金の交付額の確定をした場合において既に

確定した額を超える額の補助金が交付されているとき又は前条の規定による取消しをし

た場合において補助事業の当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されていると

きは、規則別記第６号様式による通知書により、当該補助事業者に対しその返還を命ずる

ものとする。 
（書類の整備保管） 
第１４条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該

収入及び支出について証拠書類を整理し、区長の求めに応じて提出できるようにしておか

なければならない。 
２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日の属する年度の終了後

５年間保管しておかなければならない。 
（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の報告） 
第１５条 補助事業者は、事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により本補助金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに区長に報告しな

ければならない。なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織における１の支部、支

社、支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等に

おいて消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、当該本部、本社、本所等の課税

売上割合等の申告内容に基づき報告を行うものとする。 
２ 区長に前項の報告があったときは、当該仕入控除税額の全部又は一部を区に納付させ

ることができる。 
（他の規程との関係） 
第１６条 この要綱の規定による補助に係る手続については、この要綱に定めるもののほ

か、目黒区補助金等交付規則（昭和４３年３月目黒区規則第６号）の定めるところによる。 
付 則 

この要綱は、平成２２年１月４日から施行する。 
付 則（平成２３年４月１日付け目子保第２３２７号決定） 



 

この要綱は、平成２３年４月 １日から施行する。 
付 則（平成２８年３月３１日付け目子保第１１５２５号決定） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
  付 則（平成３０年３月２３日付目子保第１０８９７号決定） 

 この要綱は、平成３０年３月２３日から施行する。 
   付 則（平成３０年１２月６日付目子保第８１３５号決定） 
 この要綱は、平成３０年１２月６日から施行する。 


